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1. 契約の意義
契約とは、当事者の自由な意思によって取り決めら

れる合意のことである（債権・債務が発生する）。そし
て契約は、当事者の申込・承諾の合致によって成立す
る。日本では、ほとんどの契約は口頭による合意だけで
も成立するため、書面によらなければ成立しない契約

（要式契約）や取引額が大きいビジネスでない限り、契
約書を交わさず、口約束で行うことが多い。契約書を締
結するメリットは以下の通りである。
（1）契約は口頭でも成立するが、口約束だけでは後

日に「言った・言わない」の紛争となるおそれがあ
ること。

（2）契約書を作成しておけば、お互いの権利・義務
が明確になり、紛争を防ぐことができること。

（3）さらに契約書に互いの義務を明記することによ
って、自分が行うべき仕事（債務）が確認できること。

（4）結果として、紛争が減少し、仕事が円滑に進むこと。
なお、電子メールでも契約したことの証拠になるの

で、なるべく残しておいた方がよい。

2. 契約交渉の進め方
契約交渉は喧嘩ではないし、勝負でもない。したがっ

て、相手を後悔させるような契約交渉をすると今後、二
度とビジネスを行わないという気持ちにさせてしま
う。企業の法務部は相手との関係性を重視せず、一方的
に有利な契約を締結することが仕事だと思っているこ
とが多い。その場合は、決別（交渉決裂）する勇気を持つ
べきである。ビジネスを円滑に進めるためには、歩み寄
って契約を成立させなければならない。

ここで大事なのは、交渉が成立する前に仕事を始め
ないということである。なぜなら、仕事を引き受けない
という伝家の宝刀が抜けなくなるからである。また、時
間的に余裕をもって交渉を開始することも大事であ

る。時間がないと妥協しがちになる。さらに、担当者か
ら事前にできるだけ情報を集めることも重要である。
相手方からオファーされた仕事なのか、こちらからお
願いした仕事なのかで、交渉力（力関係）が異なるから
である。

ただし、前者の場合でも、こちらの交渉力が強いとい
う理由で、著しく不利な条項を相手方に押しつけるべ
きではない。なぜなら、強行法規違反、公序良俗違反、信
義則違反、独占禁止法違反等に問われるおそれがある
からである。

3. 契約書の読み方
まず、相手方からドラフトが来たら、合意した基本条項

がすべて正しく記載されているかを確かめる。通常、合意
されていない条項が入っているので、妥当かどうかを担
当者と協議する。承諾できないと判断した場合、相手方
に修正案を伝える（削除要請でもよい）。なお、片務条項は
なるべく双務条項に修正させることが必要である。

過去に締結した契約と同じ内容の契約を締結する場
合には、必ず過去の契約書と比較する。過去の契約書と
異なる条件が設定されていたり、異なる条項が追加さ
れている場合、相手方にその理由を尋ねるべきである。
そのような場合、たいてい相手方が条件を有利にした
いだけなので、事前に説明しないのである。

契約書の表題を「覚書」「念書」とするものもあるが、当
事者を法的に拘束する契約であることには変わりはな
い。「覚書」は簡単な当事者間の合意の書面であること
が多い。また、一般的には「契約書」が主、「覚書」が従と
する関係になる。当事者の表示は、正式社名や本名を記
載する。当事者は契約書に何度も登場するので、甲、乙、
丙・・・というように十干を使用するのが一般的である。

前文は記載しなくてもよいが、通常の契約書にはほ
とんど前文がある。前文のメリットとしては、契約の要
旨を記載することによって、本文を読まなくても契約
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著作権研究（連載44）

契約書の読み方

安藤和宏（東洋大学法学部教授）
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の趣旨がわかることである。また、前文で契約当事者を
定義することができるというメリットもある。

本文の第 1 条には契約の目的を記載することが多
い。業務委託契約の場合、「甲は乙に対し、・・・を委託
し、乙はこれを受託します」という文章が一般的であ
る。写真のテーマ、データ形式、数量等を記載すること
で、業務内容をできるだけ詳細に特定する。多くの場
合、写真撮影の業務委託契約は下請法の対象となる（経
済産業省「印刷業における下請適正取引等の推進のた
めのガイドライン」参照）。受注した印刷物の制作に当
たって、原稿に用いる写真の撮影をカメラマンや フォ
トスタジオに発注した場合は下請法の適用を受けるか
という論点があるが、写真（データまたはフィルム）は
完成原稿の一部を構成する情報成果物なので、情報成
果物委託に該当し、受注した情報成果物委託として下
請法の適用を受けると思われる。また、画像処理も含め
て撮影を発注した場合も同様に情報成果物委託に該当
する。なお、下請法上、親事業者の義務として、①書面の
交付義務、②書類の作成・保存義務（2 年間）、③支払期
日を定める義務（納品後 60 日以内）、④遅延利息の支払
義務（14.6％）等がある。

次に納品に関する条文が規定される。写真家は契約
書に規定する納期までに、写真原稿を委託者に納入す
る義務を負っている。なお、写真家が納入した写真原稿
が発注内容と異なる場合または写真原稿に瑕疵がある
場合、委託者は速やかに写真家にその旨の通知をし、修
正の指示をする。写真家はその指示に基づき、再度撮影
を行う等して、写真原稿を再納入する。

親事業者が無償でやり直しを求めることができるの
は、下請事業者の給付の受領後、 給付の内容が発注書
面に明記された注文内容と異なる場合と瑕疵がある場
合である。親事業者は、瑕疵の存在及びその責任が親事
業者ではなく、下請事業者にあることを後に 行政機関
に説明できるようにしておく必要がある。なお、瑕疵の
判断基準であるが、目的物が通常有すべき品質・性能
を標準にするのが原則である。ただし、契約で特別の品
質・性能が示された場合はそれに従うことになる。

次に権利の帰属が規定される。写真原稿の著作権が
写真家に留保される場合、ライセンス契約となるため、
委託者または利用者が本件写真原稿を利用できる範囲
を記載することになる。その場合、使用用途（目的）、期
間、地域、独占・非独占の別を明記する（通常、独占と明
記しない限り、非独占と解釈される）。

写真原稿の著作権は写真家に帰属させることが望ま
しいが、交渉力によって、委託者に著作権を譲渡せざる
を得ない場合もある。その場合でも、譲渡期間を限定し
て、一定期間が経過した後は、写真家に著作権が復帰す
るという契約が望ましい。また、委託者に著作権を譲渡す
る場合でも、写真家は個展やプロフィール等（いわゆる自

己使用）に使用できるとする条項を入れるべきである。な
お、公正取引委員会によると、「下請事業者に帰属する知
的財産権を『給付の内容』に含んで親事業者に譲渡させ
るのであれば、書面に記載する必要がある」としている。

著作者人格権の不行使特約の有効性については、学
説が分かれているが、契約の実務慣行となりつつある。
しかしながら、著作者の人格を著しく害する程度まで
改変を行った場合にまで権利行使できないとすること
は、公序良俗に反し、契約が無効となる可能性が高く、
著作者もそのような主張をすべきである。したがって、

「ただし、乙の著作者人格権を害するおそれがある改変
は、その限りではありません」という文言を入れること
をお勧めする。【※】

業務委託料については、業務の遂行に際して、経費
（旅費・交通費・宿泊費、機材費、スタジオ使用料等）が
委託料に含まれていない場合、委託者が経費を負担す
ることを明記する。報酬の支払時期については、民法は
仕事の目的物の引渡しと同時と定めている（民法 633
条）。しかし、これは任意規定なので、契約当事者間で報
酬の支払時期を自由に定めることができる。ただし、下
請法により、親事業者は下請事業者との合意の下に、親
事業者が下請事業者の給付の内容について検査するか
どうかを問わず、下請代金の支払期日を、物品等を受領
した日（役務提供委託の場合は、下請事業者が役務の提
供をした日）から起算して 60 日以内で、できる限り短
い期間内で定める義務がある。
さらに下請法により、親事業者は下請代金をその支

払期日までに支払わなかったときは、下請事業者に対
し、物品等を受領した日から起算して 60 日を経過した
日から実際に支払をする日までの期間について、その
日数に応じ当該未払金額に年率 14.6％を乗じた額の遅
延利息を支払う義務がある。
本格的な契約書を締結するのは心理的なハードルが

高いと思うが、基本条項だけを記載する簡単なメモの
ような契約書を作成することから始めてみてはいかが
だろうか。書面を残すことによって、言った・言わない
の紛争が激減することだろう。

【※】当協会では包括的に人格権の不行使を求める事は立法の趣
旨に反すると考えています。


	表1
	日本写真家協会会報169号
	写真家会報No169_01.[002]
	写真家会報No169_01.[003]
	写真家会報No169_01.[004]
	写真家会報No169_01.[005-010]
	写真家会報No169_01.[011]
	写真家会報No169_01.[012-013]
	写真家会報No169_01.[014-015]
	写真家会報No169_01.[016-017]
	写真家会報No169_01.[018-019]
	写真家会報No169_01.[020-021]
	写真家会報No169_01.[022-023]
	写真家会報No169_01.[024-025]
	写真家会報No169_01.[026-027]
	写真家会報No169_01.[028-029]
	写真家会報No169_01.[030-031]
	写真家会報No169_01.[032-033]
	写真家会報No169_01.[034-035]
	写真家会報No169_01.[036-037]
	写真家会報No169_01.[038]
	写真家会報No169_01.[039-042]
	写真家会報No169_01.[043]
	写真家会報No169_01.[044-045]
	写真家会報No169_01.[046-048]
	写真家会報No169_01.[049-051]
	写真家会報No169_01.[052-053]
	写真家会報No169_01.[054]
	写真家会報No169_01.[055-060]
	写真家会報No169_01.[061]
	写真家会報No169_01.[062-063]
	写真家会報No169_01.[064]
	写真家会報No169_01.[065]
	写真家会報No169_01.[066]
	写真家会報No169_01.[067]
	写真家会報No169_01.[068]
	写真家会報No169_01.[069]
	写真家会報No169_01.[070-071]
	写真家会報No169_01.[072-074]
	写真家会報No169_01.[075]
	表1
	表4




